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Ⅰ. 京都女子大学 履修要項 
 

京都女子大学（以下「大学」という。）を卒業するために必要な単位の修得方法及び教育職員免許状その他

の資格取得の所要資格を得るに必要な単位の修得方法、その他修学上必要な事項については、この要項

の定めるところによる。 

学生は本要項を熟知し、誤りのないようにしなければならない。 

 

第１章 卒業の要件 

（卒業の要件） 
第１条 大学を卒業するためには、大学に４年以上在学し、その間に学科（専攻）ごとに定める教育課程に従っ

て、授業科目を履修し合計１３２単位以上を修得しなければならない。 

（卒業に必要な単位） 
第２条 卒業に必要な科目及び単位数は、別表１[大学学則（以下「学則」という。）第13条別表]のとおりとする。 

（履修方法） 
第３条 前条に定める授業科目の履修方法は、それぞれ次のとおりとする。 

（１）仏教学 

ア １回生の前期及び後期、３回生の前期及び後期にそれぞれ開講される各２単位、合計８単位を必修と

する。 

イ ２回生の前期及び後期に開講されるアドバンスト科目は選択科目で、修得した単位は卒業に必要な単

位に含めることができる。 

（２）言語コミュニケーション科目 

ア初修外国語（ ドイツ語・フランス語・中国語・コリア語） 

ａ  ドイツ語・フランス語・中国語・コリア語のうち、１外国語の「ⅠＡ１（基礎Ⅰ）」・「ⅠＢ１（基礎Ⅱ）」・「Ⅰ

Ａ２（実習Ⅰ）」・「ⅠＢ２（実習Ⅱ）」各１単位４科目を履修し、合計４単位を修得しなければならない。 

ｂ  外国語検定等による単位認定も含め、「Ⅰ」の４単位すべてを修得した者は、当該外国語の「Ⅱ」を

履修することができる。修得した単位は卒業に必要な単位に含めることができる。 

ｃ  「Ⅲ」を履修するためには、「Ⅱ」から「ⅡＡ１」を含む３科目の単位を修得していなければならない。

修得した単位は卒業に必要な単位に含めることができる。 

d  初修外国語（ドイツ語・フランス語・中国語・コリア語）は、単位登録に先立って、指定された期日に予

備登録をし、あらかじめ指定されたクラスで登録しなければならない。予備登録に際しては、『ＩＲＩＳ

（イーリス）』（「言語コミュニケーション科目」の手引き書）を参照すること。 

イ 英語 

ａ  英語「ⅠＡ１」・「ⅠＡ２」・「ⅠＢ１」・「ⅠＢ２」各１単位４科目を履修し、合計４単位を修得しなければな

らない。 

ｂ  英語｢Ⅱ｣･｢Ⅲ｣は選択科目で、指定された年次以降に自由に履修することができる。修得した単位

は卒業に必要な単位に含めることができる。 

ｃ  英語｢ⅠＡ１｣･｢ⅠＡ２｣･｢ⅠＢ１｣･｢ⅠＢ２｣は、入学時に行うプレースメントテストの結果に基づき指定

されたクラスで登録しなければならない。 

ウ 本学入学前又は入学後に、文部科学大臣が定める英語・ドイツ語・フランス語・中国語・コリア語の外国

語検定等に合格又は規定の点数を取得した場合は、学則第１９条の３及び第１９条の４により、本学の

授業科目に読み替え、単位を認定することができる。単位の認定等必要な事項は別に定める。 

（３）情報コミュニケーション科目 

ア 「情報リテラシー基礎」２単位を必修とする。 

イ 「情報リテラシー応用」２単位は、文学部及び発達教育学部教育学科心理学専攻において必修とし、

その他の学部・学科・専攻においては選択科目とする。 

ウ 情報コミュニケーションのアドバンスト科目を履修する場合、「情報リテラシー基礎」の単位を修得してお

かなければならない。修得した単位は、卒業に必要な単位に含めることができる。 
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（４）健康科学科目 

ア 「運動と健康科学」２単位を必修とする。 

イ 「スポーツ実践」１単位は選択科目で、修得した単位は卒業に必要な単位に含めることができる。ただ

し、教育職員免許状を取得しようとする者は必ず修得しなければならない。 

ウ 「スポーツ実践」を履修する者は、所定の期間内に別に定めるスポーツ実践実習費を納入しなければ

ならない。 

（５）教養科目 

ア 各学科・専攻が指定する単位を修得しなければならない。ただし、教養科目A群・B群から1科目2単位

以上修得しなければならない。 

イ 各学科・専攻が指定する単位数を超えて修得した単位は、卒業に必要な単位に含めることができる。 

（６）キャリア教育科目 

ア 「キャリア開発Ⅰ」２単位を必修とする。 

イ アドバンスト科目の「キャリア開発Ⅱ」及び「職業体験実習」は選択科目で、修得した単位は、卒業に必

要な単位に含めることができる。 

（７）専門科目 

ア 各学科（専攻）の教育課程に従い、必修科目の修得及び選択必修科目の要件を満たしたうえで、各学

科（専攻）が指定する単位数を修得しなければならない。 

イ 各学科（専攻）が指定する単位数を超えて修得した単位は、卒業に必要な単位に含めることができる。た

だし、学科（専攻）により含めることができる単位数が異なるので、各学科（専攻）の教育課程に従うこと。 

（８）削除 

（９）削除 

（１０）削除 

（１１）他大学単位修得科目 

ア 他の大学又は短期大学で修得した単位は学則第１９条の２により、卒業に必要な単位に含めることが

できる。単位登録、単位の認定等必要な事項は別に定める。 

イ 他の大学又は短期大学の授業科目の受講は、２回生から４回生前期の期間とする。 

（１２）語学研修科目 

本学が行う語学研修に参加し、単位が認定された場合は、８単位までを卒業に必要な単位に含めることが

できる。単位登録、単位の認定等必要な事項は別に定める。 

（１３）連携活動科目 

修得した単位は、卒業に必要な単位に含めることができる。 

（１４）本学入学前に大学等で修得した単位 

本学入学前に大学又は短期大学で修得した単位は学則第１９条の４により、本学の授業科目に読み替え

単位を認定することができる。ただし、家政学部生活福祉学科においては、社会福祉士介護福祉士学校

養成施設指定規則別表４に相当する科目（以下『「介護福祉士に関する履修科目表」に規定する科目』と

いう。）は認定しない。単位の認定等必要な事項は別に定める。 

２ 第１項第２号ウ及び第１３号の規定により、本学入学前の本学以外での学修を本学の授業科目に読み替え

て認定できる単位数は、あわせて６０単位を上限とする。 

３ 第１項第２号ウ及び第１１号の規定により、本学入学後の本学以外での学修を本学の卒業に必要な単位に

含めることができる単位数は、あわせて６０単位を上限とする。 

（諸課程履修科目） 
第３条の２ 資格等取得のために開講する「諸課程履修科目」で修得した単位は、卒業に必要な単位に含めるこ

とができない。 
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第２章 単位登録及び授業 

（単位登録） 
第４条 学生は、当該年度に履修しようとする授業科目について、あらかじめ指定された期日に、授業科目受講

届により単位登録をしなければならない。 
２ 授業科目の登録は、原則として当該学科（専攻）及び回生ごとに組まれた開講一覧表（時間割表）に従わ

なければならない。 
３ 前項の定めにかかわらず、他学部・他学科（専攻）の学科・専攻開放教養科目及び発達教育学部教育学

科の各専攻において履修が認められている他専攻の科目については単位登録することができる。 
４ 卒業要件として修得すべき単位のうち、1年間に登録できる授業科目の単位数の上限は46単位とする。た

だし、教務委員会の取り決めにより特に認められた場合に限り、登録単位数の上限を超えて登録することが

できる。 
５ 一度単位認定された授業科目は再登録できない。 
（単位登録の修正） 
第５条 単位登録後の追加・変更及び取り消しは、授業開始後の指定された期日に修正の手続きをした者につ

いてのみ認める。 
（授業の方法） 
第６条 授業科目は、その授業方法により講義、演習（講読）、実験・実習又は実技に区分し、授業はそのいず

れかにより行う。また、これらの併用により行う場合がある。 
２ 文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行

う教室等以外の場所で履修させることができる。 
３ 第１項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメディアを高度に利用し

て、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても、同様とする。 
（単位の計算） 
第７条 授業科目の単位の計算方法は、次の基準による。（学則第１７条） 

各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要するとする内容をもって構成することを

基準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基

準により計算する。 
（１）講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で本学が定める時間の授業をもって１単

位とする。 
（２）実験、実習及び実技については、３０時間から４５時間までの範囲で本学が定める時間の授業をもっ

て１単位とする。 
２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究等の授業科目の単位数については、論文等作成に必要

な学修等を考慮して定める。 
（必修科目・選択科目の区分） 
第８条 授業科目は、その履修方法により必修科目及び選択科目（選択必修科目を含む。）に区分する。 
（必修科目の再履修） 
第９条 必修科目が不合格で単位が認定されなかった場合は、必ずその科目の単位が認定されるまで履修し

なければならない。 
（言語コミュニケーション科目の再履修） 
第１０条 言語コミュニケーション科目（英語を除く。）の再履修については、別に定める。 
（選択必修科目の再履修） 
第１１条 選択必修科目が不合格で単位が認定されなかった場合は、選択できる範囲内の科目を履修してこれ

に代えることができる。 
（開講期間） 
第１２条 授業科目は、その開講期間により学則第１１条に定める前期に開講する前期開講科目、後期に開講

する後期開講科目及び前期、後期を通じて開講する通年開講科目に区分する。 
２ あらかじめ通年として開講されている授業科目は、通年受講しなければならない。 
（受講） 
第１３条 受講に際しては、担当教員の出席簿に、出席・欠席・遅刻及び早退の記入をうけなければならない。 
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（出席日数） 
第１４条 当該授業科目の出席日数が、実験・実習・実技にあっては、開講日数の５分の４以下、その他にあっ

ては開講日数の３分の２以下の者については、原則として単位認定は行わない。ただし、公欠及び忌引の

期間は出席日数に含める。 
２ 前項の定めにかかわらず、家政学部生活福祉学科においては、「介護福祉士に関する履修科目表」に規

定する科目の公欠及び忌引の期間は出席日数に含めず、実出席日数が実習科目にあっては５分の４、そ

の他の科目にあっては３分の２に満たない者には、単位の認定は行わない。 
（公欠・忌引） 
第１５条 公欠又は忌引とは、次の各号のうち本学が認めた期間について適用する。 

（１）父母、配偶者又は子の死亡による忌引の期間 
（２）祖父母、兄弟、姉妹、曽祖父母、伯叔父母又は甥姪の死亡による忌引の期間 
（３）課程履修に伴う実習（介護等体験を含む。）の期間 
（４）就職試験の期日 
（５）学校保健法施行規則に定める伝染病治療の期日 
（６）団体等の学外活動の期間 
（７）その他 

（授業時間） 
第１６条 授業時間は、講時で表わし１講時を２時間と見なして計算する。講時配当時間は、次のとおりとする。 

１講時  ８：５０ ～ １０：２０ 

２講時 １０：３５ ～ １２：０５ 

３講時 １３：００ ～ １４：３０ 

４講時 １４：４５ ～ １６：１５ 

５講時 １６：３０ ～ １８：００ 

６講時 １８：１０ ～ １９：４０ 

 

第３章 試験 

（試験） 
第１７条 学生は、単位登録を行った授業科目について、その担当教員の授業を受け、かつ、その指定するとこ

ろに従って試験を受けなければならない。 

２ 前項の試験は、レポート等の提出をもってこれに代える場合がある。 

（定期試験） 
第１８条 前条に定める試験のうち、本学が定める期間に行うものを定期試験という。 

２ 定期試験は、前期及び後期の各期末に行い、前期末に行うものを前期試験、後期末に行うものを学年末

試験という。 

３ 定期試験は、前期開講科目については前期試験において、後期及び通年開講科目については学年末試

験において実施する。ただし、通年開講科目にあっても、前期試験を実施する場合がある。 

（受験資格） 
第１９条 定期試験は、所定の期日までに当該科目の単位登録を行った者のうち、第１４条に該当しない者に限

り受験資格を認める。 

（受験心得） 
第２０条 受験に際しては、予め当該授業科目で定められた方法及び時間を厳正に守るものとし、試験場にお

いては、すべて試験監督者の指示に従わなければならない。 

（受験時の注意） 
第２１条 定期試験を受験する者は、試験場において次の規定を守らなければならない。 

（１）着席は、少なくとも一席おきとする。 

（２）学生証を机上に提示する。 

（３）筆記用具及び特別に持込みを許可されたもの以外は、すべて鞄等の中に収納する。 

（４）下敷の使用は、特に認められた場合を除き禁止する。 

（５）配布された答案用紙は、退室の際、必ず監督者に提出すること。 
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（仮学生証） 
第２２条 前条第２号に定める学生証を携帯していない者は、証明書発行センターにおいて仮学生証の交付を

受けることができる。 

第２３条 受験に際しては、一切の不正行為を厳禁する。 

（不正行為者に対する処置） 
第２４条 不正行為者に対しては、当該試験科目の評価をＤにする。 

２ 学則第５４条により懲戒されることがある。 

（試験時間の重複） 
第２５条 同一時限に受験科目が重複するときは、定められた期間内に教務課へ申し出て、その指示を受けな

ければならない。 

（レポート等の提出） 
第２６条 第１７条第２項によるレポート等を提出する場合にあっては、提出期限を厳守しなければならない。 

２ 郵送による提出を指示された場合にあっては、必ず書留便にするものとする。 

（追試験） 
第２７条 定期試験が第１５条又は次のいずれか一つに該当する事由により受験できなかった者で、第２８条第１

項に定める手続きを経て許可された者は、改めて追試験を受けることができる。 

（１）病気のために受験することができなかった者 

（２）事故のために受験することができなかった者 

（３）その他、やむをえざる事由により受験することができなかった者 

（追試験の手続） 
第２８条 追試験を受けようとする者は、当該試験期間内に、所定の欠試届に診断書又は事故証明書等、事由

を証明する書類を添付して、教務部長に願い出て、その許可を受けなければならない。ただし、当該試験期

間内に願い出ることが困難な特別な事情があった場合は、当該試験期間後３日以内に願い出れば期限内

に願い出たものとみなす。 

２ 前項により追試験の受験を許可された者は、追試験受験願（教務課所定）に必要事項を記入し、教務課の

承認を受けた後、所定の期間内に別に定める追試験料を納入しなければならない。 

（追試験の時期） 
第２９条 追試験は、前期試験については９月、学年末試験については３月に実施する。 

（追試験の評価） 
第３０条 追試験の成績評価方法は、 正規の試験に準ずる。 

（再試験） 
第３１条 卒業回生で、当該年度登録の卒業に必要な授業科目の単位のうち、未修得単位が最終的に６単位

以内となり、かつ、卒業に必要な当該科目の採点結果が５０点以上の者は、本学の指示する授業科目につ

いて第３４条に定める手続きを経たうえで、再試験を受けることができる。ただし、追試験受験科目について

は、これを適用しない。 

（再試験科目） 
第３２条 前条に定める「本学が指示する授業科目」とは、当該年度登録の授業科目のうち、卒業の要件を満た

すに必要な最低限度の科目で、かつ、当該科目の採点結果が５０点以上、６０点未満のものをいう。ただし、

前期科目で該当する場合にあっても後期に同一科目を再登録した場合、及び「他大学単位修得科目」につ

いては、これを適用しない。 

第３３条 削除 

（再試験の手続） 
第３４条 再試験を受ける者は、再試験受験願（教務課所定）に必要事項を記入し、教務課の承認を受けた後、

所定の期間内に別に定める再試験料を納入しなければならない。 

（再試験の時期） 
第３５条 再試験は、３月に行う。 

２ 前項のほか、前期で卒業の要件を満たし得る者のみ９月に行う。 
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（再試験の評価） 
第３６条 再試験の合格者の評価は、Ｃとする。 

（規定の準用） 
第３７条 第２０条から第２６条までの規定は、追試験及び再試験においてもこれを準用する。 

 

第４章 卒業論文又は卒業研究 

（卒業論文又は卒業研究の単位登録） 
第３７条の２ 卒業論文又は卒業研究の単位登録は、第４条第１項の規定により、原則として最終学年の者で３か

年以上在学し、当該年度卒業が見込まれる者が行う。 

（論題の提出） 
第３８条 卒業論文題目又は卒業研究題目は、卒業論文又は卒業研究の提出時に、指導教員の署名捺印した

所定の用紙により、教務課に届け出るものとする。 

（卒業論文又は卒業研究の提出） 
第３９条 文学部の卒業論文（英文学科は卒業研究）及び発達教育学部の卒業研究は最終学年の１２月２０日

午後５時までに、家政学部の卒業研究は最終学年の１月２０日午後５時までに、現代社会学部の卒業論文

は最終学年の１月１５日午後５時までに、法学部の卒業研究は最終学年の１月１０日午後５時までに、教務

課へ提出しなければならない。正当な理由がなく提出期限に遅れた場合は、受理されない。 

2 4回生以上の学生で卒業論文または卒業研究の単位を修得せず、卒業延期となった者のうち、教務委員

会の取り決めにより特に認められた場合に限り、最終学年前期（７月２０日午後５時まで）にこれを提出し、単

位の認定を受けることができる。 

（卒業論文又は卒業研究の試験） 
第４０条 卒業論文試験又は卒業研究試験は、最終年次の学年で、所定の単位を修得した者について行う。 

２ 前項の試験は、審査及び試問（発表を含む。）によるものとする。 
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第５章 単位認定及び成績 

（成績評価と単位認定） 
第４１条 授業科目の成績評価は、試験成績と平常成績を総合して判定し、上位よりSS、S、A、B、C及びDをも

って表示し、C以上を合格として当該授業科目の単位を認定する。 
種別 採点結果 成績評価 GP 判定の基準 

 100点 SS 5.0 授業科目の目標を完全に達成してい

る。 

 90点～99点 S 4.0～4.9 授業科目の目標をほぼ完全に達成し

ている。 

 80点～89点 A 3.0～3.9 授業科目の目標を相応に達成してい

る。 

合格 70点～79点 B 2.0～2.9 授業科目の目標を相応に達成してい

るが、不十分な点がある。 

 60点～69点 C 1.0～1.9 授業科目の目標の最低限を満たして

いる。 

 G G ― 100点法では評価できない科目の合

格。 

不合格 D 
0点～59点 D 0.0 授業科目の目標の最低限を満たして

いない。 
単位認定 

合格 N Ｎ ― 他大学等で修得した単位。 
本学入学前に修得した単位。 

 
２ 文学部の卒業論文（英文学科は卒業研究）及び現代社会学部の卒業論文並びに法学部の卒業研究の成

績評価は、１００点満点で採点し、６０点以上を合格とする。 

３ 発達教育学部及び家政学部の卒業研究の成績評価は、Ｇ、Ｄをもって表わし、Ｇを合格とする。 

４ キャリア教育科目、教職実践演習、教育実習（中学校教育実習、栄養教育実習及び養護教育実習を含

む。）、校外実習、臨地実習、博物館実習、保育実習、介護実習、社会福祉援助技術現場実習、図書館実

習及び多文化理解実習にかかる授業科目の成績評価は、Ｇ、Ｄをもって表わし、Ｇを合格とする。 

５ 当該年度学費未納者については、単位認定を保留する。 

（成績の通知） 
第４２条 履修した授業科目の成績は、単位登録までに本人に通知する。 

２ 前項による通知には、授業科目ごとの採点結果及び成績評価に加え、履修登録したすべての授業科目を

対象として、それぞれの成績評価のＧＰ（グレードポイント）から計算した単位あたりの平均値（ＧＰＡ）を記入

する。ＧＰＡの計算方法は別に定める。 

第４２条の２ ＧＰＡが一定基準を下回った者は、本学教員による面談を受けなければならない。 

２ 一定期間にわたり成績の改善が見られない者に対して、本学が別に定める方法により、学修上の指導また

は各種勧告（改善勧告、休学勧告、退学勧告のいずれか）を行う場合がある。 

（成績証明書の評語） 
第４３条 本学で発行する成績に関する証明書は、単位を修得した授業科目について、第41条にもとづき、SS、

Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｇ又はＮの評語をもって記入する。 

２ 削除 
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第６章 欠席・休学・復学・退学 

（欠席届） 
第４４条 正規の授業を引続き１週間以上３カ月以内欠席する場合は、所定の欠席届を学生生活センターに提

出しなければならない。 

２ 前項の欠席事由が病気の場合は、医師の診断書を添付しなければならない。 

３ ３カ月をこえて、当該年度登録した授業科目のすべてを無断欠席した者は、学則第４６条により除籍される。 

（休学願） 
第４５条 学則第４１条及び第４２条に規定する休学の手続きは、所定の休学願を学生生活センターに提出しな

ければならない。 

２ 前項の休学事由が病気の場合は、医師の診断書を添付しなければならない。 

（復学願） 
第４６条 学則第４３条に規定する復学については、休学期間満了前に所定の復学願を学生生活センターに提

出しなければならない。 

２ 前項の休学事由が病気の場合は、医師の診断書を添付しなければならない。 

（退学願） 
第４７条 学則第４４条に規定する退学については、所定の退学願を保証人連署のうえ、学生生活センターに提

出しなければならない。 

２ 学則第３８条第２項に規定する他大学への転入学に際しては、退学願を学生生活センターに提出しなけれ

ばならない。 

 

第７章 編入学及び転部・転科（転専攻） 

（編入学） 
第４８条 学則第３７条に規定する編入学の取扱いは、別に定める。 

第４９条 削除 

（転部・転科・転専攻） 
第５０条 学則第４０条に規定する転部・転科（転専攻）を希望する者は、所定の願書及び必要書類に検定料を

添えて保証人連署のうえ、教務課に提出しなければならない。 

２ 転部・転科（転専攻）に関する内規は、別に定める。 

 

第８章 科目等履修 

（科目等履修） 
第５１条 学則第５６条に規定する科目等履修の取扱いは、別に定める。 

 

第９章  教職課程 

（教職課程） 
第５２条 学則第２４条に基づき、本学に教職課程を置く。 

（規定の準用） 
第５３条 教職課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（教職に関する科目等の履修） 
第５４条 教育職員免許状取得の所要資格を得ようとする者の、教職に関する科目及び教科に関する科目の単

位の修得方法は、本学の定めるところによる。 

２ 教職実践演習（中・高）、教職実践演習（幼・小）、保育・教職実践演習（幼）、教職実践演習（栄養教諭）及

び教職実践演習（養護教諭）は原則として最終学年の者で、各学科・専攻で実施する必要なすべての教職

面談をうけ、かつ、教育実習の履修登録ができる者について、履修を許可する。 
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（履修制限） 
第５５条 各学年終了時に第42条第2項の規定により計算した累積GPAが「2.0」未満の者については、原則とし

て教職課程の履修を制限する。 

２ 前項にくわえ、免許の種類・教科ごとに別に定める基準を満たさない者について、教職課程の履修を制限

することがある。 

（免許状の種類・教科） 
第５６条 学則第２４条第３項に基づき、各学科（専攻）において所要資格を得ることのできる教育職員免許状の

種類及び教科を次のとおり定める。 
学  部 学  科・専 攻 種  類 教  科 

文学部 

国文学科 
中学校教諭一種免許状 国語 

高等学校教諭一種免許状 国語 

英文学科 
中学校教諭一種免許状 外国語「英語」 

高等学校教諭一種免許状 外国語「英語」 

史学科 
中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 地理歴史 

発達教育学部 

教育学科 

教育学専攻 

小学校教諭一種免許状  

幼稚園教諭一種免許状  

教育学科 

音楽教育学専攻 

中学校教諭一種免許状 音楽 

高等学校教諭一種免許状 音楽 

児童学科 幼稚園教諭一種免許状  

家政学部 

食物栄養学科 

中学校教諭一種免許状 家庭 

中学校教諭一種免許状 保健 

高等学校教諭一種免許状 家庭 

高等学校教諭一種免許状 保健 

栄養教諭一種免許状  

生活造形学科 
中学校教諭一種免許状 家庭 

高等学校教諭一種免許状 家庭 

生活福祉学科 

中学校教諭一種免許状 家庭 

高等学校教諭一種免許状 家庭 

高等学校教諭一種免許状 福祉 

養護教諭一種免許状  

現代社会学部 現代社会学科 

中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 公民 

高等学校教諭一種免許状 情報 

法学部 法学科 
中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 公民 

２ 発達教育学部教育学科心理学専攻の者で、小学校教諭一種免許状又は幼稚園教諭一種免許状取得希望

者は、免許状取得要領に基づき、所要の科目及び単位を修得することを要する。 

３ 家政学部食物栄養学科の者で、栄養教諭一種免許状の取得希望者は、本学の定める管理栄養士に関する

履修科目表に規定する科目及び単位を修得しなければならない。 

４ 第１項及び第２項に定める以外の免許状取得のための他学部・他学科（専攻）における授業科目の履修に

ついては、教務課に申し出て許可を得なければならない。 

５ 前項により他学部・他学科（専攻）の授業科目を履修し、単位を修得した場合、単位認定はされるが卒業に

必要な単位に含むことはできない。ただし、発達教育学部教育学科の各専攻において履修が認められてい

る他専攻の科目についてはこの限りではない。 

（教職課程履修費） 
第５７条 教職課程を履修し、教育実習の単位登録をする者は、所定の期間内に別に定める教職課程履修費

を納入しなければならない。 

（他学部・他学科への聴講） 
第５８条 第５６条第４項の規定により許可する場合は、第４条第２項の規定にかかわらない。 
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（教育実習） 
第５９条 教育実習及び中学校教育実習は原則として最終学年の者で、次表に定める先修条件科目を前年度

までに修得し、かつ、当該年度中に当該免許状取得の所要資格のすべてを充足し得る者についてこれを許

可する。 

学  部 学科・専攻 種 類 教  科 先修条件科目 

文学部 

国文学科 
中学校教諭一種免許状 国語 教職論、教育原論、教育心理

学、国語科教育法１、人権と教

育、教育実習論 高等学校教諭一種免許状 国語 

英文学科 
中学校教諭一種免許状 外国語「英語」 教職論、教育原論、教育心理

学、英語科教育法１、人権と教

育、教育実習論 高等学校教諭一種免許状 外国語「英語」 

史学科 
中学校教諭一種免許状 社会 教職論、教育原論、教育心理

学、社会科教育法（地理歴史分

野）、人権と教育、教育実習論 高等学校教諭一種免許状 地理歴史 

発達教育 
学部 

教育学科 
教育学専攻 

小学校教諭一種免許状  教職論、教育原論、教育心理

学Ⅰ、人権教育論、教育実習

論 幼稚園教諭一種免許状  

教育学科 
音楽教育学専攻 

中学校教諭一種免許状 音楽 教職論、教育原論、教育心理

学、音楽科教育法１、人権教育

論、教育実習論 高等学校教諭一種免許状 音楽 

児童学科 幼稚園教諭一種免許状  教職論、教育原論、教育心理学

Ⅰ、人権教育論、教育実習論 

家政学部 

食物栄養学科 

中学校教諭一種免許状 家庭 教職論、教育原論、教育心理

学、家庭科教育法１、人権と教

育、教育実習論 高等学校教諭一種免許状 家庭 

中学校教諭一種免許状 保健 教職論、教育原論、教育心理

学、保健科教育法１、人権と教

育、教育実習論 高等学校教諭一種免許状 保健 

生活造形学科 
中学校教諭一種免許状 家庭 教職論、教育原論、教育心理

学、家庭科教育法１、人権と教

育、教育実習論 高等学校教諭一種免許状 家庭 

生活福祉学科 

中学校教諭一種免許状 家庭 教職論、教育原論、教育心理

学、家庭科教育法１、人権と教

育、教育実習論 高等学校教諭一種免許状 家庭 

高等学校教諭一種免許状 福祉 
教職論、教育原論、教育心理

学、福祉科教育法１、人権と教

育、教育実習論 

現代社会 
学部 現代社会学科 

中学校教諭一種免許状 社会 
教職論、教育原論、教育心理

学、社会科教育法（地理歴史分

野）、人権と教育、教育実習論 

高等学校教諭一種免許状 公民 
教職論、教育原論、教育心理

学 、 社 会 科 教 育 法 （ 公 民 分

野）、人権と教育、教育実習論 

高等学校教諭一種免許状 情報 
教職論、教育原論、教育心理

学、情報科教育法1、人権と教

育、教育実習論 

法学部 法学科 

中学校教諭一種免許状 社会 
教職論、教育原論、教育心理

学、社会科教育法（地理歴史分

野）、人権と教育、教育実習論 

高等学校教諭一種免許状 公民 
教職論、教育原論、教育心理

学 、 社 会 科 教 育 法 （ 公 民 分

野）、人権と教育、教育実習論 
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２ 教育実習及び中学校教育実習を履修する者は、前年度から実施される教育実習オリエンテーションに怠り

なく出席し、所定の手続きを経たうえで、当該年度当初の所定の期間内に教育実習履修登録をしなければ

ならない。 
３ 栄養教育実習は原則として最終学年の者で、次に定める６科目の単位を前年度までに修得し、かつ、当該

年度中に本学が定める管理栄養士に関する履修科目表に規定する科目及び単位、並びに栄養教諭一種

免許状の所要資格のすべてを充足し得る者についてこれを許可する。 

教職論、教育学概論、教育心理学、人権と教育、学校栄養実践論、学校栄養指導論 

４ 栄養教育実習を履修する者は、「栄養教育実習指導」を履修登録し、かつ、前年度から実施される教育実

習オリエンテーションに怠りなく出席し、所定の手続きを経たうえで、当該年度当初の所定の期間内に教育

実習履修登録をしなければならない。 
５ 養護教育実習は原則として最終学年の者で、次に定める5科目の単位を前年度までに修得し、かつ、当該

年度中に当該免許状取得の所要資格のすべてを充足し得る者についてこれを許可する。 

教職論、教育学概論、教育心理学、人権と教育、養護教育実習論 

６ 養護教育実習を履修する者は、前年度から実施される教育実習オリエンテーションに怠りなく出席し、所定

の手続きを経たうえで、当該年度当初の所定の期間内に教育実習履修登録をしなければならない。 
７ 教育実習を履修する者のうち、教育実習委託費が必要となる者は、所定の期間内に別に定める教育実習

委託費を納入しなければならない。 
8 教育実習及び中学校教育実習を履修する者のうち、中学校教諭一種免許状外国語「英語」または高等学

校教諭一種免許状外国語「英語」取得希望者は、別に定める基準を前年度までに満たさなければならない。 
（教育実習の中止） 
第６０条 教育実習にあたっては、次の各号に掲げる事項をすべて満たさなければならず、これに反する場合に

は実習を中止させることがある。 
（1）教員になる強い意志を有すること 
（2）教育実習に耐え得る健康体であること 
（3）本学の指示する諸規定及び実習校（園）の定める諸規定に従うこと 

（介護等体験） 
第６０条の２ 小学校及び中学校の教育職員免許状の取得を希望する者は、免許状取得に係る単位取得のほ

か、社会福祉施設等での７日間の介護等体験をしなければならない。 

２ 介護等体験を希望する者は、介護等体験の事前指導（オリエンテーションを含む。）に怠りなく出席し、本

学の指示に従わなくてはならない。 

３ 介護等体験を希望する者は、所定の期間内に別に定める体験費等を納入しなければならない。 

 

第１０章 管理栄養士課程 

（管理栄養士課程） 
第６１条 学則第２５条に基づき、本学に管理栄養士養成のための課程（以下「管理栄養士課程」という。）を置く。 

（規定の準用） 
第６２条 管理栄養士課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（管理栄養士専門科目の履修） 
第６３条 家政学部食物栄養学科の者で、管理栄養士国家試験の受験資格を得ようとする者の単位の修得方

法は、本学の定める管理栄養士に関する履修科目表及び栄養士に関する履修科目表によらなければなら

ない。 

（管理栄養士課程実習費） 
第６４条 管理栄養士課程を履修し、給食運営校外実習の単位登録をする者は、所定の期間内に別に定める

管理栄養士課程実習費を納入しなければならない。 

（臨地実習事前事後指導） 
第６４条の２ 給食運営校外実習、臨地実習（臨床栄養学Ⅰ）、臨地実習（臨床栄養学Ⅱ）、臨地実習（臨床栄養

学Ⅲ）、臨地実習（給食経営管理論）及び臨地実習（公衆栄養学）を履修する者は、臨地実習事前事後指

導を履修しなければならない。 
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（校外実習・臨地実習） 
第６５条 校外実習及び臨地実習にかかる授業科目の履修は、それぞれ次に定める授業科目の単位をすでに

修得し、かつ、当該授業科目にかかるオリエンテーションに怠りなく出席した者について、これを許可する。 

給食運営校外実習 

食品学総論、食品学各論、基礎栄養学、栄養教育総論、 

給食運営論、調理学実習Ⅰ、調理学実習Ⅱ の７科目 

臨地実習（臨床栄養学Ⅰ）、臨地実習（臨床栄養学Ⅱ）及び臨地実習（臨床栄養学Ⅲ） 

食品学総論、食品学各論、基礎栄養学、栄養教育総論、 

給食運営論、給食経営管理論、調理学実習Ⅰ、調理学実習Ⅱ、臨床栄養学 の９科目 

臨地実習（給食経営管理論） 

食品学総論、食品学各論、基礎栄養学、栄養教育総論、 

給食運営論、調理学実習Ⅰ、調理学実習Ⅱ、給食経営管理論、臨床栄養学 の９科目 

臨地実習（公衆栄養学） 

食品学総論、食品学各論、基礎栄養学、栄養教育総論、給食運営論、調理学実習Ⅰ、 

調理学実習Ⅱ、給食経営管理論、臨床栄養学、公衆栄養学 の１０科目 

２ 前項の実習にあたり、本学の指示する諸規定及び実習施設の定める諸規定に反する場合には、実習を中

止させることがある。 

 

第１１章 博物館学芸員課程 

（博物館学芸員課程） 
第６６条 学則第２５条の２に基づき、本学に博物館学芸員養成のための課程（以下「学芸員課程」という。）を置く。 

（規定の準用） 
第６７条 学芸員課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（学芸員関係科目の履修） 
第６８条 文学部国文学科、同史学科、発達教育学部児童学科、家政学部生活造形学科及び現代社会学部

現代社会学科の者で、学芸員資格を得ようとする者の単位の修得方法は、本学の定める学芸員に関する履

修科目表によらなければならない。 

（学芸員課程実習費） 
第６９条 学芸員課程を履修し、「博物館実習Ⅱ」の単位登録をする者は、所定の期間内に別に定める学芸員

課程実習費を納入しなければならない。 

（博物館実習） 
第７０条 博物館実習Ⅱは最終学年の者で、次に定める授業科目の単位をすでに履修し、かつ、当該年度中に

所要資格取得のすべてを充足し得る者についてこれを許可する。 

博物館概論、博物館資料論、博物館経営論、博物館情報論、博物館実習Ⅰ 以上 ５科目 

 

第１２章 社会教育主事課程 

（社会教育主事課程） 
第７１条 学則第２５条の３に基づき、本学に社会教育主事養成のための課程（以下「社会教育主事課程」とい

う。）を置く。 

（規定の準用） 
第７２条 社会教育主事課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（社会教育主事関係科目の履修） 
第７３条 発達教育学部の教育学科教育学専攻、同心理学専攻、同音楽教育学専攻及び児童学科の者で、社

会教育主事となる資格を得ようとする者の単位の修得方法は、本学の定める社会教育主事に関する履修科

目表によらなければならない。 

（社会教育主事課程実習費） 
第７４条 社会教育主事課程を履修し、「社会教育基礎実習」または「社会教育実習」の単位登録をする者は、

所定の期間内に別に定める社会教育主事課程実習費をそれぞれ納入しなければならない。 
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第１３章 １級建築士及び２級・木造建築士養成課程  

（１級建築士及び２級・木造建築士養成課程） 
第７５条 建築士法第１４条第１号に定める１級建築士試験の受験資格並びに建築士法第１５条第３号に定める

２級建築士試験及び木造建築士試験の受験資格を得るための養成課程（以下「建築士養成課程」という。）

を置く。 

（規定の準用） 
第７６条 建築士養成課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（建築士養成特別科目の履修） 
第７７条 家政学部生活造形学科の者で、１級建築士試験及び２級建築士試験・木造建築士試験の受験資格

を得ようとする者の単位の修得方法は、本学の定める１級建築士及び２級建築士・木造建築士に関する履

修科目表によらなければならない。 

（１級建築士及び２級・木造建築士課程履修費） 
第７８条 建築士の受験資格取得を目的として、建築士養成課程に次表のとおり「建築士養成特別科目」を置く。

建築士養成特別科目を１科目以上履修する者は、所定の期間内に別に定める１級建築士及び２級・木造建

築士課程履修費を納入しなければならない。 

建築士養成特別科目 単位 

構造力学Ⅰ 2 

構造力学Ⅱ 2 

建築材料 2 

建築材料実験 1 

測量実習 1 

建築設備 2 

建築施工 2 

 

第１４章 保育士課程 

（保育士課程） 
第７９条 学則第２５条の５に基づき、本学に保育士養成のための課程（以下「保育士課程」という。）を置く。 

（規定の準用） 
第８０条 保育士課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（保育士関係科目の履修） 
第８１条 発達教育学部児童学科の者で、保育士となる資格を得ようとする者の単位の修得方法は、本学の定

める保育士に関する履修科目表によらなければならない。 

（保育士課程実習費） 
第８２条 保育士課程を履修し、「保育実習Ⅰ」の単位登録をする者は、所定の期間内に別に定める保育士課

程実習費を納入しなければならない。 

（事前・事後指導） 
第８３条 保育実習にかかる授業科目を履修しようとする者は、保育実習事前・事後指導（オリエンテーションを

含む。）に怠りなく出席しなければならない。 

（保育実習） 
第８４条 保育実習にかかる授業科目を履修することができる者は、次に定めるとおりとする。 

（１）「保育実習Ⅰ」については、２回生前期までに開講される保育士課程の必修科目すべてについて、単位修

得又は履修登録している者。 

（２）「保育実習Ⅱ」及び「保育実習Ⅲ」については、「保育実習Ⅰ」の単位を修得し、３回生前期までに開講さ

れる保育士課程の必修科目すべてについて、単位修得又は履修登録している者。 
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第１５章 情報処理士課程 

（情報処理士課程） 
第８５条 全国大学実務教育協会が認定する情報処理士養成のための課程（以下「情報処理士課程」という。）

を置く。 

（規定の準用） 
第８６条 情報処理士課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（情報処理士関係科目の履修） 
第８７条 情報処理士の資格を得ようとする者の単位の修得方法は、本学の定める情報処理士に関する履修科

目表によらなければならない。 

（情報処理士資格申請手数料） 
第８８条 情報処理士の資格を取得しようとする者は、所定の期間内に別に定める情報処理士資格申請手数料

を納入しなければならない。 

 

第１６章 上級情報処理士課程 

（上級情報処理士課程） 
第８９条 全国大学実務教育協会が認定する上級情報処理士養成のための課程（以下「上級情報処理士課

程」という。）を置く。 

（規定の準用） 
第９０条 上級情報処理士課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（上級情報処理士関係科目の履修） 
第９１条 現代社会学部現代社会学科の者で、上級情報処理士の資格を得ようとする者の単位の修得方法は、

本学の定める上級情報処理士に関する履修科目表によらなければならない。 

（上級情報処理士資格申請手数料） 
第９２条 上級情報処理士の資格を取得しようとする者は、所定の期間内に別に定める上級情報処理士資格申

請手数料を納入しなければならない。 

 

第１７章 （第９３条～第９６条）削除 

 

第１８章 社会調査士課程 

（社会調査士課程） 
第９７条 一般社団法人社会調査協会が認定する社会調査士養成のための課程（以下「社会調査士課程」とい

う。）を置く。 

（規定の準用） 
第９８条 社会調査士課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（社会調査士関係科目の履修） 
第９９条 現代社会学部現代社会学科の者で、社会調査士の資格を得ようとする者の単位の修得方法は、本学

の定める社会調査士に関する履修科目表によらなければならない。 

 

第１９章 衣料管理士課程 

（衣料管理士課程） 
第１００条 社団法人日本衣料管理協会が認定する衣料管理士（１級）養成のための課程（以下「衣料管理士課

程」という。）を置く。 

（規定の準用） 
第１０１条 衣料管理士課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

1414



 

 15

（衣料管理士関係科目の履修） 
第１０２条 家政学部生活造形学科の者で、衣料管理士の資格を得ようとする者の単位の修得方法は、本学の

定める衣料管理士（１級）に関する履修科目表によらなければならない。 

（衣料管理士課程実習費） 
第１０３条 衣料管理士（１級）資格認定証の交付を受けようとする者は、所定の期間内に別に定める衣料管理士

資格申請手数料を納入しなければならない。 

 

 

第２０章 介護福祉士課程 

（介護福祉士課程） 
第１０４条 学則第２５条の６に基づき、本学に介護福祉士養成のための課程（以下「介護福祉士課程」という。）

を置く。 

（規定の準用） 
第１０５条 介護福祉士課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（介護福祉士関係科目の履修） 
第１０６条 家政学部生活福祉学科の者で、介護福祉士の受験資格を得ようとする者の単位の修得方法は、本

学の定める介護福祉士に関する履修科目表によらなければならない。 

（介護実習課程実習費） 
第１０７条 「介護実習Ⅰ」、「介護実習Ⅱ」及び「介護実習Ⅲ」の単位登録をする者は、それぞれ単位登録をする

年度の所定の期間内に別に定める介護実習課程実習費を納入しなければならない。 

（介護実習） 
第１０８条 介護実習にかかる授業科目を履修できる者は、次に定めるとおりとする。 

（１） 「介護実習Ⅰ」については、「介護福祉論Ⅰ」、「生活支援技術Ⅰ」及び「介護総合演習入門」を登録

履修して当該実習にかかる事前指導に怠りなく出席した者 

（２） 「介護実習Ⅱ」については、「介護実習Ⅰ」及び「介護総合演習Ⅰ」の単位を修得し、かつ、「生活支

援技術Ⅱ」及び「介護総合演習Ⅱ」を登録履修して当該実習にかかる事前指導に怠りなく出席した者 

（３） 「介護実習Ⅲ」については、「介護実習Ⅱ」及び「介護総合演習Ⅱ」の単位を修得し、かつ、「生活支

援技術Ⅲ」及び「介護総合演習Ⅲ」を登録履修して当該実習にかかる事前指導に怠りなく出席した者 

 

第２１章 社会福祉士課程 

（社会福祉士課程） 
第１０９条 学則第２５条の７に基づき、本学に社会福祉士養成のための課程（以下「社会福祉士課程」という。）

を置く。 

（規定の準用） 
第１１０条 社会福祉士課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（社会福祉士関係科目の履修） 
第１１１条 家政学部生活福祉学科の者で、社会福祉士国家試験の受験資格を得ようとする者の単位の修得方

法は、本学の定める社会福祉士に関する履修科目表によらなければならない。 

（社会福祉士課程実習費） 
第１１２条 社会福祉士課程を履修し、「社会福祉援助技術現場実習」の単位登録をする者は、所定の期間内

に別に定める社会福祉士課程実習費を納入しなければならない。 

（社会福祉援助技術現場実習） 
第１１３条 社会福祉援助技術現場実習は、「学科固有の必修科目」及び「社会福祉士に関する履修科目表に

定める必修科目」のうち、２回生までに開講される科目の単位を修得したものにこれを許可する。 
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第２２章 食品衛生管理者課程 

（食品衛生管理者課程） 
第１１４条 学則第２５条の８に基づき、本学に食品衛生管理者及び食品衛生監視員養成のための課程（以下

「食品衛生管理者課程」という。）を置く。 

（規定の準用） 
第１１５条 食品衛生管理者課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（食品衛生管理者関係科目の履修） 
第１１６条 家政学部食物栄養学科の者で、食品衛生管理者及び食品衛生監視員の資格を得ようとする者の単

位の修得方法は、本学の定める食品衛生管理者及び食品衛生監視員に関する履修科目表によらなければ

ならない。 

 

第２３章 図書館司書課程 

（図書館司書課程） 
第１１７条 学則第２５条の４第１項に基づき、本学に図書館司書養成のための課程（以下「司書課程」という。）を

置く。 

（規定の準用） 
第１１８条 司書課程の履修にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 

（司書科目の履修） 
第１１９条 図書館司書となる資格を得ようとする者の単位の修得方法は、本学の定める図書館司書に関する履

修科目表によらなければならない。 

（司書課程履修費） 
第１２０条 司書課程を履修する者は、所定の期間内に別に定める司書課程履修費を納入しなければならない。 

（図書館実習費） 
第１２０条の２ 司書課程を履修し、「図書館実習」を許可されたものは、所定の期間内に別に定める図書館実習

費を納入しなければならない。 
（図書館実習） 
第１２0条の3 図書館実習の受講については、最終学年の者で、図書館司書に関する必修科目および「図書館

総合演習」を履修済みであることを先修条件とするが、さらに図書館司書課程委員会の許可を必要とする。 
 

第２４章 学校図書館学講座 

（司書教諭） 
第１２１条 学校図書館法に定める司書教諭を養成するために、学校図書館学講座を開講する。 

（学校図書館学講座） 
第１２２条 司書教諭の資格を得ようとする者は、教育職員免許法及び同法施行規則に定める所定の単位を修

得するとともに、学校図書館司書教諭講習規程に基づく次の科目を履修し単位を修得しなければならない。 

 

司書教諭講習規程に定める科目 
科  目 単  位 必選の別 

学校経営と学校図書館 ２ 必 

学校図書館メディアの構成 ２ 必 

学習指導と学校図書館 ２ 必 

読書と豊かな人間性 ２ 必 

情報メディアの活用 ２ 必 

２ 前項に定める単位の修得方法は、本学の定める学校図書館学講座要項によらなければならない。 

（規定の準用） 
第１２３条 学校図書館学講座の受講にあたっては、第２章及び第３章並びに第５章の規定を準用する。 
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（学校図書館学講座受講料） 
第１２４条 学校図書館学講座を受講する者は、所定の期間内に、別に定める受講料を納入しなければならな

い。 

 

第２５章 掲示 

（掲示） 
第１２５条 履修上の伝達事項はすべて教務課掲示板に掲示する。 

２ 自己の責に帰すべき掲示の見落としで不利益を蒙った場合には、本学は、その責を負わない。 

 

附 則 

1  この要項は、昭和53年4月1日から施行する。 

2  この要項の改廃は、連合教授会又は短期大学部教授会の議を経て学長がこれを行う。 

3  昭和45年4月1日制定の ｢教務規則｣ は、廃止する。 

附 則 

この要項は、昭和56年6月24日から施行する。 

附 則 

1  この要項は、昭和60年4月1日から施行する｡ 

2  第65条の規定は、昭和60年度入学生より適用する。 

附 則 

1  この要項は、昭和62年4月1日から施行する｡ 

2  第65条の規定は､ 昭和62年度入学生より適用する｡ 

附 則 

この要項は、平成元年4月1日から施行する｡ 

附 則 

1  この要項は、平成2年4月1日から施行する。 

2  この要項の改廃は、連合教授会の議を経て学長がこれを行う。 

附 則 

この要項は、平成3年4月1日から施行する｡ 

附 則 

1  この要項は、平成4年4月1日から施行する。 

2  第5条､第16条､第31条､第32条第1項､第35条､第11章､第12章及び第13章の規定は、昭和61年度入学生より適用する

ものとし、他は従前のとおりとする。 

附 則 

1  この要項は、平成5年4月1日から施行する。 

2  第15条第3項、第41条第4項の規定は、昭和61年度入学生より適用するものとし、他は従前のとおりとする。 

附 則 

この要項は、平成6年4月1日から施行する。ただし、第39条、第41条第2項、第3項、第4項、第5項及び第6項の規定は、平

成6年4月1日現在在籍している学生から適用する。 

附 則 

この要項は、平成7年4月1日から施行する。ただし、第38条の規定は、平成7年4月1日現在在籍している学生から適用する。 

附 則 

この要項は、平成8年4月1日から施行する。ただし、第37条の2の規定は、平成8年4月1日現在在籍している学生から適用

する。 

附 則 

この要項は、平成9年4月1日から施行する。 

附 則 

この要項は、平成10年4月1日から施行する。 
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附 則 

この要項は、平成11年4月1日から施行する。 

附 則 

この要項は、平成12年4月1日から施行する。 

附 則 

1  この要項は、平成13年4月1日から施行する。 

2 この要項の改廃は、大学評議会の議を経て学長がこれを行う。 

附 則 

1  この要項は、平成14年4月1日から施行する。 

2  第3条の規定にかかわらず、本学入学前に大学又は短期大学で修得した単位の認定は、当分の間、次の各号に基づ

き取り扱うものとする。 

（1）本学入学前に大学又は短期大学で修得した単位は、当該科目の内容を精査のうえ、本学の授業科目の一つに読み

替え、単位認定できるものとする。 

（2）前号により認定できる単位の上限は16単位とする。 

（3）単位の認定を希望する者は、原則として入学年度の4月末日までに修得した大学又は短期大学の学業成績証明書及

び当該科目の講義概要を記載した書類を添えて、教務部長に願い出るものとする。 

（4）単位の認定は、教務委員会で整合の上、教授会の議を経てこれを行う。 

（5）第3号の定めにかかわらず、教務部長が教育上特に有益と認めたときは、平成13年度入学生にも適用できるものとし、

その取扱いは前各号によるものとする。 

附 則 

この要項は、平成15年4月1日から施行する。 

附 則 

この要項は、平成16年4月1日から施行する。 

附 則 

この要項は、平成17年4月1日から施行する。ただし、第28条及び第32条の規定は平成17年4月1日現在在籍している学生

から適用し、第13章及び第18章の規定は平成16年度入学生から適用する。 

附 則 

この要項は、平成18年4月1日から施行する。ただし、第18章の規定は平成17年度入学生から適用する。 

附 則 

この要項は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則 

この要項は、平成20年4月1日から施行する。 

附 則 

この要項は、平成21年4月1日から施行する。ただし、第39条第2項の規定は、平成21年4月1日現在在籍している学生から

適用する。 

附 則 

この要項は、平成22年4月1日から施行する。ただし、第6条第2項及び第3項の規定は、平成22年4月1日現在在籍している

学生から適用する。 

附 則 

この要項は、平成23年4月1日から施行する。 

附 則 

この要項は、平成24年4月1日から施行する。ただし、第120条の2及び第120条の3の規定は、平成24年4月1日現在在籍し

ている学生から適用する。 

また、学芸員に関する履修科目表による本学規定科目及び単位数は、平成24年4月1日現在在籍している学生から適用

する。 

附 則 

この要項は、平成25年4月1日から施行する。 

 

1818



 

 19

附 則 

この要項は、平成26年4月1日から施行する。 

附 則 

この要項は、平成27年4月1日から施行する。ただし、第54条第2項の規定は、平成27年4月1日現在在籍している学生から

適用する。 

附 則 

この要項は、平成28年4月1日から施行する。ただし、教育職員免許状に関する履修科目表による本学規定科目及び単位

数は、平成27年度入学生から適用する。 

附 則 

この要項は、平成29年4月1日から施行する。ただし、第3条（13）連携活動科目及び別表1については、平成27年度入学生

から適用する。
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別表1（卒業に必要な単位） 

文学部国文学科 

共通領域 

仏教学 8単位 

32単位 

言語コミュニケーション科目 8単位 
教養科目 4単位 
情報コミュニケーション科目 4単位 
健康科学科目 2単位 
キャリア教育科目 2単位 

専門領域 専門科目 72単位 

自由・ 
発展領域 

連携活動科目 
他大学単位修得科目 
語学研修科目 

 

 合 計 132単位 

文学部英文学科 

共通領域 

仏教学 8単位 
2単位 

34単位 

言語コミュニケーション科目 8単位 
教養科目 4単位 
情報コミュニケーション科目 4単位 
健康科学科目 2単位 
キャリア教育科目 2単位 

専門領域 専門科目 68単位 

自由・ 
発展領域 

連携活動科目 
他大学単位修得科目 
語学研修科目 

 

 合 計 132単位 

文学部史学科 

共通領域 

仏教学 8単位 

36単位 

言語コミュニケーション科目 8単位 
教養科目 4単位 
情報コミュニケーション科目 4単位 
健康科学科目 2単位 
キャリア教育科目 2単位 

専門領域 専門科目 68単位 

自由・ 
発展領域 

連携活動科目 
他大学単位修得科目 
語学研修科目 

 

 合 計 132単位 
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発達教育学部教育学科（教育学専攻） 

共通領域 

仏教学 8単位 
2単位 

32単位 

言語コミュニケーション科目 8単位 
教養科目 4単位 
情報コミュニケーション科目 2単位 
健康科学科目 2単位 
キャリア教育科目 2単位 

専門領域 専門科目 72単位 

自由・ 
発展領域 

連携活動科目 
他大学単位修得科目 
語学研修科目 

 

 合 計 132単位 

発達教育学部教育学科（心理学専攻） 

共通領域 

仏教学 8単位 

32単位 

言語コミュニケーション科目 8単位 
教養科目 4単位 
情報コミュニケーション科目 4単位 
健康科学科目 2単位 
キャリア教育科目 2単位 

専門領域 専門科目 72単位 

自由・ 
発展領域 

連携活動科目 
他大学単位修得科目 
語学研修科目 

 

 合 計 132単位 

発達教育学部教育学科（音楽教育学専攻）、児童学科 

共通領域 

仏教学 8単位 
2単位 

34単位 

言語コミュニケーション科目 8単位 
教養科目 4単位 
情報コミュニケーション科目 2単位 
健康科学科目 2単位 
キャリア教育科目 2単位 

専門領域 専門科目 70単位 

自由・ 
発展領域 

連携活動科目 
他大学単位修得科目 
語学研修科目 

 

 合 計 132単位 

家政学部食物栄養学科 

共通領域 

仏教学 8単位 

32単位 

言語コミュニケーション科目 8単位 
教養科目 6単位 
情報コミュニケーション科目 2単位 
健康科学科目 2単位 
キャリア教育科目 2単位 

専門領域 専門科目 72単位 

自由・ 
発展領域 

連携活動科目 
他大学単位修得科目 
語学研修科目 

 

 合 計 132単位 
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家政学部生活造形学科 

共通領域 

仏教学 8単位 

32単位 

言語コミュニケーション科目 8単位 
教養科目 4単位 
情報コミュニケーション科目 2単位 
健康科学科目 2単位 
キャリア教育科目 2単位 

専門領域 専門科目 74単位 

自由・ 
発展領域 

連携活動科目 
他大学単位修得科目 
語学研修科目 

 

 合 計 132単位 

家政学部生活福祉学科 

共通領域 

仏教学 8単位 
2単位 

36単位 

言語コミュニケーション科目 8単位 
教養科目 4単位 
情報コミュニケーション科目 2単位 
健康科学科目 2単位 
キャリア教育科目 2単位 

専門領域 専門科目 68単位 

自由・ 
発展領域 

連携活動科目 
他大学単位修得科目 
語学研修科目 

 

 合 計 132単位 

現代社会学部現代社会学科 

共通領域 

仏教学 8単位 

34単位 

言語コミュニケーション科目 8単位 
教養科目 4単位 
情報コミュニケーション科目 2単位 
健康科学科目 2単位 
キャリア教育科目 2単位 

専門領域 専門科目 72単位 

自由・ 
発展領域 

連携活動科目 
他大学単位修得科目 
語学研修科目 

 

 合 計 132単位 

法学部法学科 

共通領域 

仏教学 8単位 
2単位 

32単位 

言語コミュニケーション科目 8単位 
教養科目 4単位 
情報コミュニケーション科目 2単位 
健康科学科目 2単位 
キャリア教育科目 2単位 

専門領域 専門科目 72単位 

自由・ 
発展領域 

連携活動科目 
他大学単位修得科目 
語学研修科目 

 

 合 計 132単位 
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（履修要項第4条第4項関係） 
 

履修登録単位数制限に関する運用内規 

平成22年6月25日 教務委員会決定 
平成26年12月22日 教務委員会修正 
平成27年12月22日 教務委員会修正 

（趣旨） 
第１条 この内規は、京都女子大学履修要項第4条第4項に定められた、１年間に登録することができる授

業科目の単位数（以下「登録単位数」という。）に関する特例及びその運用に必要な事項を定める。 

（登録単位数の特例） 
第２条 編入学生および卒業回生のうち、学科・専攻が特に認めた者は、教務委員会の承認を得て、登録

単位数の上限を超えて登録をすることができる。 

（許可の願い出） 
第３条 前条により、登録単位数の上限を超えて履修科目の登録を希望する者は、所定の様式により、特

例を希望する理由を証明する書類を添えて、前期単位登録開始日の前日までに教務課に願い出なけ

ればならない。ただし、編入学生の場合は、編入時の履修計画書類をもって証明書類に代えることがで

きる。 

  附 則 
この内規は、平成23年4月1日から施行する。 

  附 則 
この内規は、平成27年4月1日から施行する。ただし、この規定は、平成27年4月1日現在在籍している学生

から適用する。 

附 則 
この内規は、平成28年4月1日から施行し、平成28年4月1日現在在籍している学生から適用する。 

 

 

（履修要項第10条関係） 

言語コミュニケーション科目再履修について 

平成27年12月22日 教務委員会確認 

履修要項第10条に定められた「言語コミュニケーション科目（英語を除く。）の再履修」については、次の

ように運用する。 
 
（1） 外国語（英語を除く。）選択必修科目は、履修要項に定める開講学期（前期又は後期）とは異なる

学期にも再履修クラスを開講する。 
 

（2） 外国語（英語を除く。）選択必修科目について、前期開講科目を受講した結果、不合格となった場

合は、同年度後期に開講される同一科目を再度受講することができる。 
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（履修要項第42条第2項関係） 

ＧＰＡ（Grade Point Average）による成績評価について 

平成26年9月22日 教務委員会決定 
 
平成23年度新入生以降の各授業における成績評価については、科目ごとの100点法による成績からそ

れぞれのポイント（GP）を求め、単位あたりの平均値を算出する「GPA」により成績評価を行う。具体的には、

履修登録したすべての科目（途中放棄による不合格科目も含む）を対象として「セメスターごとのGPA」と

「累積GPA」の2種類の数値を算出し、セメスターごとの学習成果とその推移を明確にする。 

〔１〕 ＧＰ（Grade Point）算出方法 

ＧＰ算出にあたっては、下表のとおり「SS.S.A.B.C評価」方式を採用する。 
100点満点による採点結果（素点）からGPを求める。 
ＧＰ＝採点結果（素点）×1/10－5 

種別 採点結果 成績評価 GP 判定の基準 

 100点 SS 5.0 授業科目の目標を完全に達成している。 

 90点～99点 Ｓ 4.0～4.9 授業科目の目標をほぼ完全に達成している。 

 80点～89点 Ａ 3.0～3.9 授業科目の目標を相応に達成している。 

合格 70点～79点 Ｂ 2.0～2.9 授業科目の目標を相応に達成しているが、不

十分な点がある。 

 60点～69点 Ｃ 1.0～1.9 授業科目の目標の最低限を満たしている。 

 G Ｇ ― 100点法では評価できない科目の合格。 

不合格 D 
0点～59点 D 0.0 授業科目の目標の最低限を満たしていない。 

単位認定 
合格 N Ｎ ― 他大学等で修得した単位。 

本学入学前に修得した単位。 

〔２〕ＧＰＡ算出方法 

GPA＝ 
［（登録科目の単位数）×（登録科目で得たGP）］の総和 

（登録科目の単位数）の総和 
 ※セメスターごとのＧＰＡと、全体の累積ＧＰＡを算出する。 

 ※全体の累積ＧＰＡ算出にあたり、再履修の結果合格した科目については、不合格時の登録単位

数を計算に含めない。 

〔３〕ＧＰＡ算出除外科目 

100点満点の採点を行わず、成績評価を「合格（Ｇ）又は不合格（Ｄ）」、「認定（Ｎ）」で表記する科目に

ついては、ＧＰＡの算出対象科目から除外する。 

〔４〕成績証明書・成績通知書への記載について 

成績証明書には評価（ＳＳ・Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ、Ｇ・Ｎ）を記載し、ＧＰＡは記載しない。ただし、海外留学等で

ＧＰＡが必要な場合には、本人の申請によりＧＰＡを記載する。 
成績通知書には、履修科目すべての素点（100点満点表記）及び評価（ＳＳ・Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ、Ｇ・Ｎ）を

記載し、あわせてセメスターごとのＧＰＡと全体の累積ＧＰＡを記載する。 
以 上 
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